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第1章 問題の所在
第1節 課題の設定
近年，家電製品などの小売分野で，ショールーミング（showrooming）
が問題になっている。ショールーミングとは，消費者が，実店舗で商品を
品定めし，その店舗で販売している商品と同じ商品を，インターネット上
の通信販売サイトで購入することである。消費者は実店舗では買わないの
で，実店舗が商品を選ぶための単なるショールームのようになってしまう
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ことから，そのように呼ばれている。スマートフォンの普及がショールー
ミングの広がりに拍車をかけていると言われている。
日本ではショールーミングが関わる独占禁止法の事件はまだなく，独占
禁止法の専門家の間でも議論はほとんど行われていないと思われる。経済
雑誌や新聞などでは，ショールーミングを取り上げる記事がある程度見ら
れる。これに対して，米国では，日本よりもショールーミングは大きな問
題となっているようであり，反トラスト法の分野でもここ数年にショール
ーミングに関する議論が行われるようになってきているようである。本稿
は，最近日本でも問題として認識されつつあるショールーミングと再販売
価格維持（以下では「再販」と呼ぶことがある）の関係について，検討す
るものである。
ショールーミングは，「ただ乗り」と言われる現象の一種である。実店
舗で販売する小売業者は，店舗の設置などに係る費用を商品の価格に転嫁
しなければならないが，インターネットで販売する小売業者は，実店舗を
持たないので，そのような費用を負担しない分，実店舗よりも安い価格で
同じ商品を販売できる。消費者の中には，実店舗で商品を実際に見たり触
ったり，店員の話を聞いたりして，買う商品を決め，その商品をインター
ネット通販サイトで安い価格で購入する者が現れたのである。これは，イ
ンターネット通販業者が，実店舗で売る小売業者が店舗などに行った投資
にただ乗りすることになる。
ショールーミングは，実店舗を持つ小売業者にとっては，商品は売れな
いのに店舗等の費用を負担することになるので，当然，ショールーミング
を行う消費者が増えることは，経営に打撃を与えかねず，憂慮すべき事態
である。ショールーミングに否定的立場をとる論者が独占禁止法の観点か
ら問題とするのは，ショールーミングが行われることにより，その対象と
なる商品を実店舗で販売することが採算の取れないものとなり，その商品
が実店舗で販売されなくなり，それによりその商品を買おうとする消費者
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の数が大きく減少する事態である。その結果，製造業者も損失を被ること
になり，市場の競争も不活発化すると論ずる。そして，このショールーミ
ングというただ乗り行為を防止する必要性を主張するのである。
ただ乗りを防ぐ方法として，最低再販売価格維持の有効性が議論されて
きた。再販売価格維持には，最低再販売価格維持と最高裁販売価格維持が
あるが，本稿では，特に断らない限り，「再販売価格維持」は最低再販売
価格維持を意味するものとする。再販は，独占禁止法によって規制される
行為で，競争制限効果の強い行為と考えられており，実務では原則違法と
なる類型の行為として扱われている。大方の学説もこれを支持している。
再販が違法とならない場合として，ただ乗りを防ぐために行われる場合が
あると主張されてきた。再販を含めた垂直的制限は，ただ乗りを防ぐもの
であり競争促進効果があることを説明する理論を，ただ乗り理論と呼ぶ。
ただ乗り理論は，かつて米国では一定の支持を集めた。再販はただ乗り
を防ぐために行われるもので，そもそも競争制限的なものではないとする
見解も存在した。しかし，日本では，独禁法研究者の多くがただ乗り理論
には懐疑的で，ただ乗り理論により説明できる再販があるとしても，その
ような事例は極めて少ないという認識が一般的であると思われる。そのた
め，ただ乗り理論が現れた後も，再販は基本的に競争制限効果の強い行為
であるという認識は変わらず，再販を原則違法とする公正取引委員会（公
取委）の運用も変化しなかった。
ただ乗り理論について活発に論じられた時代には，インターネットは普
及しておらず，ただ乗り理論は，インターネットで販売する小売業者を想
定していない1。従って，独占禁止法においてショールーミングはどのよ
うに位置付けられるべきなのか，論ずる余地がある2。米国では，ここ数
年，ショールーミングについて，様々な議論が行われている。反トラスト
法の専門雑誌でも特集が組まれている3。インターネットによる販売の拡
大によって生じたショールーミングという新しいただ乗り現象によって，
ショールーミングと再販売価格維持の違法性判断 77
従来よりも再販が違法とならない範囲が広がるのであろうか。本稿では，
米国での議論を参考にしながら，この問題について検討する。
結論を先取りして簡略に述べると，ショールーミングを防止するものと
して再販の違法性が否定される事例は少ないと思われる。従って，再販を
原則違法とする考え方は維持されるべきであると考える。
以下，本稿では，次のように論を進める。本章の残り三節では，ショー
ルーミングの実態について見た後，ただ乗り理論を概観し，次に，再販の
違法性判断基準について確認する。続く第2章と第3章で，ショールーミ
ングについて検討を行う。ショールーミングが行われると必ず競争が不活
発になるわけではない。第2章では，ショールーミングによって，その対
象となった商品が属する市場における競争が阻害されない場合があること
を示す。第3章は，ショールーミングによって競争が阻害される場合につ
いて検討する。競争が阻害されるとしても，ショールーミングを抑止する
のに再販が有効な手段であるかどうかが問題となる。まず，再販が常にシ
ョールーミング防止の有効な手段となるわけではないことを示す。更に，
再販によってショールーミングを抑制することが可能であるとしても，他
により制限的でない代替手段がある場合は，再販の利用は正当化されない。
再販の代替手段が存在しうることを示す。最後に，結論を述べる。
第2節 ショールーミングの実態
ショールーミングは，日本よりも米国のほうが進行の度合いが大きいよ
うである。スマートフォンの普及が，ショールーミングの拡大を加速させ
ているという4。米国を見ると，インターネット通販業者であるアマゾ
ン・ドット・コム（以下「アマゾン」という）は，実店舗に陳列された商
品のバーコードを読み取って自社サイトの価格を比較できるスマートフォ
ン用のアプリケーションソフト「プライスチェック」を消費者に配布し，
ショールーミングを促している5。大手百貨店のメイシーズ，大手の安売
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り小売業者であるウォルマートやターゲットなども，ショールーミングへ
の対抗策を講じている。
日本のアマゾンのサイトでも，アマゾン・モバイルという同様のアプリ
ケーションソフトが配布されている。スマートフォンでこのソフトを使っ
て，実店舗にある商品のバーコードを読み取ると，アマゾンで販売する同
じ商品の価格などが表示され，アマゾンにその商品を注文できるようにな
っている。
ショールーミングの影響を強く受けていると言われるのが家電量販店で
ある。日本でも，ヤマダ電機やヨドバシカメラなどが，ショールーミング
への対策を講じている。
衣料品などの分野でも，ショールーミングを促すような動きが出てきた。
インターネットの通販サイト「ゾゾタウン」を運営する会社であるスター
トトゥデイは，2013年10月31日，スマートフォンを使い衣料品店の店頭で
商品バーコード撮影すると，その商品をインターネットのサイトで比較し
ながら手軽に買えるサービスを始めた。これは，WEARと呼ばれるサー
ビスである。ユナイテッドアローズやアーバンリサーチなど10～20代が中
心顧客層の多数のブランドが参加している。スマートフォンでバーコード
を取り込むと価格や色などの詳細な商品情報を提供し，他の商品と組み合
わせた着こなし方などを提案して購買意欲を誘おうとするものである。こ
のサービスの利用者は，店頭にある商品を買うこともできるが，各ブラン
ドがインターネット上に設けている自社サイト注文したり，有力ブランド
が出店するゾゾタウンで注文したりすることができる6。
このような動きに対して，顧客を取られる恐れのある大型商業施設は警
戒感を示している。他方で，上記のようなインターネットのサービスを取
り込む動きも見られる。例えば，パルコはWEARを4店舗で導入して，
4店舗にある100以上のブランドで商品のバーコードをスキャンできるよ
うにしている。パルコは，WEAR導入が来店増につながるとみて，今後
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その効果を検証するという7。
ショールーミングは，中国でも見られるようである。報道によると，中
国でもネット通販が拡大しており，既に規模の大きなネット通販市場が形
成されており，宅配便も急成長しているという。中国でネット通販の利用
が特に多いとされているのが，衣料品である。衣料品は，百貨店が販売の
柱としてきた商品であるが，これがショールーミングの標的になっている
ということである。報道では，中国のアパレル大手首脳の「百貨店は高い
という感覚が広まり，ネットで買う商品を確認するだけの場になった」と
いう発言が紹介されている。大手の小売業者の中には，衣料品の売り場を
減らして，映画館やレストラン街，幼児教育室といった施設を増やす動き
が広がっているという8。
第3節 ただ乗り理論の概略
本節では，ショールーミングに関する議論に入る前の準備作業として，
ただ乗り理論を概観する。
ある程度の差別化がなされた製品について，ただ乗りを防ぐために再販
が有効な場合があることを示したのは，テルサーであった。テルサーは，
小売業者の販売数量が，小売価格と小売業者が消費者に提供する特別サー
ビスに依存して決まる製品を想定する。特別サービスとは，販売される前
に顧客に提供される特定製品のみを対象としたサービスである。店員によ
る顧客への商品説明などがこれに当たる。特別サービスを提供する小売業
者は，その費用を製品価格に上乗せしなければならないので，消費者は，
特別サービスを提供する小売業者で製品の説明を聞くなどして，価格の安
い特別サービスを提供しない小売業者で製品を購入するようになる。そう
なると，特別サービスを提供する小売業者がほとんど又はまったくいなく
なり，この製品の販売数量は減少することになる。製造業者が再販を行い，
特別サービスの費用を賄える水準に販売価格を設定すれば，この製品を販
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売するすべての小売業者が特別サービスを提供するようになる。これが，
テルサーの理論の骨子である9。
ポズナーは，テルサーの理論の適用対象を極端に広げた。テルサーは，
再販のあり得る説明の一つとして上記理論を提唱したが，ポズナーは，す
べての垂直的制限をただ乗りの防止によって説明できると主張した。正確
には，垂直的非価格制限については，多少の例外を認めるものの，再販は，
すべて，特別サービス（ポズナーは「販売前サービス」と呼ぶ）を提供し
ない小売業者が，他の小売業者が提供する特別サービスにただ乗りするこ
とを防止するために用いられるものであるとした10。
ポズナーの理論に対して，学者などから多数の異論が出された。これに
対して，ただ乗り理論を改良する試みがなされた。その一つが，マーベル
とマカファティによる再販に関する研究である。マーベル等によれば，再
販が多く用いられるのは，食料品や衣料品など，小売業者の特別サービス
が提供されない商品分野である。そこで，マーベル等は，多くの再販は，
いわゆる品質保証サービスへのただ乗りを防止するものだと考えた。小売
業者は，自分の店に対する消費者の評価に見あう品質の商品を店頭に並べ
る。ある商品が，良質の商品を販売すると評判の小売店で販売されている
場合，消費者は，その商品は質の良いものであると判断する。その商品が
どの店で買っても品質が一定の場合，消費者は，低価格でその商品を販売
する小売店へ行き，購入する。評判の高い店に生じる品質保証効果に，評
判の低い店がただ乗りするというのである。評判の高い小売店は，質の良
い製品を揃えるために一定の投資をしているので，前記のようなただ乗り
が起こると，その対象となる商品を取り扱わなくなるかもしれない，と述
べる11。
更に理論に垂直的制限に関する理論を発展させたのがクラインである。
一部は，マーフィとの共同研究である。クラインは，マーベル等の理論に
懐疑的なように見える。クラインは，ただ乗りには，特別サービスへのた
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だ乗りと，販売の初期投資へのただ乗りがあるとする。後者は，販売の初
期に多額の販売促進費用がかかり，その費用を，販売を継続する中で回収
する必要がある商品に関するもので，初期投資をした小売業者の販促活動
に，他の小売業者がただ乗りするというものである12。
米国においては，以上のようなただ乗りの防止などにより再販を擁護す
る理論が，一定の支持を集めた。これに対して，再販は基本的に競争制限
的なものであるとする見解もあり，そのような見解を示す論者によって，
ただ乗り理論の様々な問題点が指摘されている13。
第4節 再販の違法性判断基準
再販を規制する規定として，不公正な取引方法の規定である独占禁止法
2条9項4号がある。同号の要件を満たす行為は独占禁止法19条に違反し，
違法となる。本稿は，2条9項4号の適用に関する検討を行う。即ち，シ
ョールーミングを防ぐことを理由としてなされる再販が，2条9項4号の
要件である「公正な競争を阻害するおそれ（公正競争阻害性）」を有する
か否かである。
再販に適用可能な条文は他にもある。再販は，私的独占を定めた2条5
項の要件を満たす場合もある。また，不当な取引制限を定めた2条6項に
ついても，商品の売り手と買い手という垂直的関係にある事業者が共同し
て行うものにも適用できるかどうかが解釈上の論点となっているが，垂直
的制限にも適用可能と考えれば，再販が2条6項の要件を満たす場合はあ
る。しかし，本稿では，これらの条文の適用については検討しない。2条
5項と6項は，違法となるには「競争を実質的に制限すること」が必要で
あるが，2条9項4号は，それより競争制限効果の弱い「公正な競争を阻
害するおそれ」があれば，違法となる。即ち，再販が違法となる範囲は，
2条9項4号を見ることで明らかになる。また，実際の法運用においても，
公取委は，再販の規制に，不公正な取引方法の条文を用いている。
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2条9項4号の公正競争阻害性について見ると，ここで言う「公正な競
争」とは，「自由な競争の確保」されている状態であり，これは即ち，「事
業者相互間の自由な競争が妨げられていないこと及び事業者がその競争に
参加することが妨げられていないこと」であると解される。そして，自由
な競争が侵害されている場合とは，例えば，「価格，顧客の獲得等競争そ
のものを侵害する場合」である14。
2条9項4号における公正競争阻害性の判断において，自由な競争の侵
害の程度に合わせて，競争手段としての不公正さの程度をも考慮する考え
方がある。これは，相手方に対する抑圧性などをもって手段として不公正
と捉えるものである。本稿では，このような二つの要素を合わせて考慮し
て判断するとする立場は採らない15。
前述の自由な競争が侵害されている場合とは，より具体的には，例えば，
市場支配力の形成，維持または強化のおそれがある場合である。再販は，
基本的に，価格競争の圧力を弱め，競争が行われている状態よりも価格を
高い水準に維持するものであり，競争促進効果を有するものはほとんど存
在しないと考えられるので，再販売価格の拘束が実効性をもって行われて
いれば，公正な競争を阻害するおそれがあることが強く推定される。これ
は，原則違法と呼ばれる考え方で，公取委はこの考え方に基づいて再販の
規制を行っている16。学説の多数も，再販を原則違法とすることを支持し
ていると思われる17。
しかし，あくまで推定であるので，個別の事例においては，競争を促進
する効果があることが説明できれば，公正競争阻害性があるという推定が
くつがえされることになる。ショールーミングを防止するための再販につ
いて考えると，公正競争阻害性がないと判断されるためには，次のような
ことが必要になろう。第一に，ショールーミングによって，インターネッ
トのサイトなど実店舗以外でも，その製品を購入する消費者が著しく減少
することにより，その商品が属する市場のブランド間競争が弱まること。
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第二に，再販がショールーミングを防止する手段として有効なものである
こと。第三に，ショールーミングを防止する手段として再販より競争制限
的でない代替手段が存在しないことである。
付言して，最近公表された根岸論文の主張について簡単に論じたい。同
論文において，和光堂事件の最高裁判決も公取委の流通取引慣行ガイドラ
インも，再販について，ブランド間競争の有無に関係なくブランド内競争
の制限のみで公正競争阻害性を認めるものであるとの理解に立ち，再販に
ついて「ブランド間の価格競争の回避効果が認められることが必要なはず
である」という主張がなされている18。しかし，原則違法というのは，ブ
ランド間競争への影響を無視するものではないと思われる。再販は，何ら
かの理由である程度の差別化がなされた製品について実行可能になるもの
である。再販が実効性を持って行われているということは，対象となる商
品にブランド間競争の圧力が十分に及んでいないことを意味する19。本稿
も，ブランド間競争とまったく関係なくブランド内競争への影響のみで公
正競争阻害性を判断するものではない。
第2章 ショールーミングにより競争が阻害されない場合
第1節 ショールーミング拡散の度合い
ショールーミングが行われるとしても，それにより，その対象となった
商品が市場で供給されなくなるとは限らない。同種の商品の販売数量に占
めるショールーミングにより購入されるものの割合が小さければ，商品そ
のものが市場に供給されなくなる事態には至らないと思われる。
実店舗で売る小売業者とインターネット通販業者の間で起こるただ乗り
は，一方向のみではない。実店舗で売る小売業者がインターネット通販業
者の提供するサービスにただ乗りする場合もある。これは，インターネッ
ト通販業者のウェブサイトで，商品に関する情報を収集してから，実店舗
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に行って商品を購入するという消費者の行動によるものである。
最近の米国の研究では，インターネット通販業者によるただ乗りよりも，
その反対の実店舗によるただ乗りのほうが多いという結果も出ている。
Gundlach等の研究によれば，予め情報収集してから買物をする消費者に
は，インターネットで調べてから実店舗で購入する人のほうが多いことを
示す，相当程度の証拠がある20。例えば，2008年に公表されたものである
が，IBMが米国と英国の消費者について行った調査によると，複数流通
経路を利用する消費者においては，インターネットで下調べをしてから実
店舗で購入すると回答した人が75パーセントを超え，実店舗を見てからイ
ンターネットで購入する人は7パーセント強にすぎない21。
消費者が実店舗で購入する方を好む理由について，Laoは，多数の理由
が考えられるとしながら，例として次のようなものを挙げている。一つは，
「買った製品をすぐに手に取って早く喜びを感じること」ができることで
ある。インターネットよりも多少価格が高くても，直ぐに手に入れたいと
いう人は少なくないであろう。もう一つは，実店舗で「購入することから
来る安心に価値を置いている」ことである。実店舗で購入すれば，「配送
が遅くなったり，配送されなかったり，不良品が配送されたりする危険を
なくすことができるし，返品（return）が確実である。｣22
日本の消費者についても，このような傾向は変わらないものと推測され
る。通信販売が電話や葉書を利用して行われていた時期に，米国人より日
本人のほうが頻繁に実店舗に足を運び買い物をしていた。インターネット
が普及した現在でも，米国よりも日本の方が，実店舗で購入しようとする
指向が強いことが推測できる。
以上，見てきたように，実店舗で売る小売業者とインターネット通販業
者の間で，ただ乗りが双方向で行われる場合，ある商品においてショール
ーミングが見られても，当該商品全体では販売に悪影響を与えない可能性
がある。問題となる商品について，実店舗の小売業者によるただ乗りが多
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いのか，インターネット通販業者によるただ乗りが多いのか，見極める必
要がある。
第2節 実店舗とインターネット販売の共生
ショールーミングが実店舗にとって不利益にならない場合も考えられる。
Laoによると，複数の研究が，ただ乗りにより，インターネット通販業者
と実店舗で売る小売業者の双方が利益を得る場合があることを示している。
異なる業態の小売業者が相互に補完しあうことにより，販売全体が拡大す
る場合があることが明らかになっているのである。
実店舗側が得る利益として，次のようなものが考えられる。店舗が適度
に混雑していることにより，買い物客の満足度が高まることが分かってお
り，実店舗で購入しない消費者であっても店舗内にある程度の人数がいる
ことは，他の買い物客の購入意欲を刺激することになるので，実店舗の小
売業者にとって利益になりうる，ということである23。
他方，インターネット通販業者も，実店舗側のただ乗りから利益を得る
ことがあるという。例えば，アマゾンで商品の情報収集をして実店舗で購
入した人が，アマゾンのユーザー評価欄に製品の評価を書き込む場合であ
る。これにより，他の消費者にとって，アマゾンのサイトはより魅力のあ
るものになる。また，インターネット通販業者のサイトにただ乗りが行わ
れる場合，アマゾンの方は費用を負担することにはならない。ウェブサイ
トを見る人の数が増えても，アマゾンの側に追加的費用が生じないからで
ある24。
以上のように，実店舗で売る小売業者とインターネット通販業者の間で
ただ乗りが相互的に行われる場合があり，そのような場合には，両方の形
態の小売業者に利益をもたらしうることから，Laoは，「インターネット
小売業は，比較考量すると，再販に関するただ乗りの説明を強化するもの
ではない（おそらく，弱めるものでさえある）」と述べている25。
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同様の見解が Gundlach等らの論文にも見られる。Gundlach等は，他
の研究者の多数の研究を分析して，複数の流通経路（実店舗やインターネ
ットその他）の間で相乗効果が生じて，製造業者に利益をもたらすことが
あることを，指摘している。複数の流通経路を使用すると，「異なる経路
が互いに補完しあって相乗効果を生み，販売量を増やし，費用を減少させ
ることにより，企業業績を改善しうる」という26。
Gundlach等は，Geyskens等三人の共同研究に基づいて，既存の流通経
路にインターネットによる販売を付け加えた多重流通経路における販売と
費用の利点について，次のように述べている。インターネットは，販売を
三つの方法で増やすことができる。その三つとは，市場の拡大，ブランド
の乗り換えおよび関係の深化である。また，インターネットにより，生産
費用と取引費用を縮減することができ，これは供給側における利点となる。
さきに挙げた三つのうち，市場の拡大は，販路の追加により，新しい層の
顧客が来店するようになる場合に生じる。ブランドの乗り換えとは，競争
者から顧客を奪うことである。三つ目の関係の深化とは，既存の顧客によ
り多くのものを販売することである。生産費用は，物理的な流通活動の費
用と関係があり，インターネット販売の流通経路では，取引過程が節約さ
れること，直接販売により在庫費用が減少すること，および一定の費用を
消費者に移すことによるマーケティング費用の減少のゆえに，少なくなる
と推測している。取引費用については，物理的な活動をする複数主体の調
整と管理に要する費用であると理解したうえで，中間段階を迂回すること
により低下すると考えている27。
製造業者のほうも，複数の経路で製品を流通させることと品定めのため
に実店舗を訪れる行動は，経路の相乗効果によって，企業業績を高めるこ
とができると考えているようである。これは，いろいろな方法によって互
いに支援し合い補完し合うことにより，商品を見るためだけに来店する消
費者がいても，多重流通経路を活用することにより，販売を増やし費用を
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減らすことができることを意味している28。
第3節 小売業者による対抗策
第1款 有効な対策の模索
次に，ショールーミングが実店舗の収益を圧迫する，または圧迫すると
予想される場合について考える。ショールーミングによって最初に打撃を
受けるのは実店舗で売る小売業者である。そのため，実店舗を持つ小売業
者は，既に様々な対策を講じている。個々の小売業者が自主的に対策をと
ることによりショールーミングにより生じる問題が解決されるのであれば，
ショールーミングの防止を理由として製造業者が小売業者の事業活動を拘
束することは正当化できなくなる。以下では，小売業者による対策として
どのようなものがあるか見ることにする。
ショールーミングへの対抗策として最初に思いつく単純な方法は，値下
げであろう。インターネット通販業者と同水準まで商品の価格を引き下げ
ることであるが，これは有効な対策とは言えないようである。
価格の引き下げは，店舗で販売するすべての商品について行うことも考
えられるが，インターネットで価格を調べた顧客に対してのみ低価格で販
売するという方法もある。一種の差別対価であるが，「価格に敏感な買い
物客または比較的少ない費用で調査できる買い物客を，選択的に標的にす
る」ものである29。
日本では，このような対抗価格戦略を打ち出した小売業者として，ヤマ
ダ電機が知られている。顧客が，ヤマダ電機で販売する製品よりも安い価
格で販売しているインターネット通販サイトの情報を示せば，ヤマダ電機
の販売価格とその通販サイトの販売拡の差額分を，値引きしたりヤマダ電
機のポイントとして加算したりするものである。家電量販店の業界では，
以前から競合する店よりも安く販売するという戦略をとることがあったが，
それをインターネット通販業者に対しても使うようになったのである。
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低価格で対抗する戦略については，問題点が指摘されている。一貫しな
い方法で行われる価格擦り合せは，顧客を混乱させ，いらだたせる恐れが
あるという。また，このような価格戦略は，より多くの買い物客をインタ
ーネット通販サイトとの比較に駆り立てる，という予期せぬ結果を招くか
もしれない30。
また，インターネット通販業者に価格を合わせる戦略は，それのみでは，
ショールーミングに関わる問題を解決しないであろうという指摘もなされ
ている。その理由は，インターネットで販売する小売業者は，実店舗で販
売する小売業者とは異なる事業モデルによっており，異なる費用構造を有
していると考えられるところにある31。
実際のところ，ヤマダ電機の場合も，価格で対抗する戦略は苦戦を強い
られた。報道によると，ヤマダ電機の2013年4～6月期は連結営業赤字で
あり，売上高総利益率は前年同期より2ポイント以上低下する結果となっ
た。2013年1月から店頭価格をインターネット通販業者の価格に合わせる
「価格対抗」戦略を打ち出して，この通販業者と価格競争を行ったことが，
収益圧迫の一因になったと見られている32。しかし，ヤマダ電機は，この
失敗に学び，最近，後述するような価格に頼らないショールーミングへの
対抗策を打ち出している。
本節では，小売業者が採りうる価格引き下げ以外の対抗策について見る
ことにする。
第2款 O2O（online to offline）
インターネットを見た消費者を実店舗に誘導する試みもなされている。
このような実店舗に誘導する仕組みは，O2Oと呼ばれている。米国の事
情を見ると，O2O消費額は1年に4820億ドル（約41兆1000億円）にのぼ
り，これは日本の約3.5倍に当たるという33。
どのような方法で実店舗に誘導するかというと，例えば，小売業界最大
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手のウォルマート・ストアーズは，フェイスブックで3500店以上の店舗の
専用ページを開設しており，消費者が特定店舗のページに登録すると，そ
の店の詳細な値引き情報も手に入るという。他の例として，ベンチャー企
業であるショップキックが提供する O2Oのためのスマートフォン向けア
プリケーションソフトがある。これを使用すると，位置情報から消費者の
スマートフォンに近くの提携店が表示され，入店時に各店共通ポイントが
もらえるようになっている。トイザらスなど有力15社が導入しているとい
う34。
日本でも，様々な事例がある。例えば，ソフトバンクテレコム，ヤフー
およびイオンリテールの3社は，共同で O2Oのサービスを行っている。
これは，消費者が，ヤフーのウェブサイト上に掲載した広告からスマート
フォンにバーコード情報を取り込み，取り込んだバーコード情報をイオン
の店頭にある発券機にかざすと，商品と交換できる優待券を入手できると
いうものである35。
実店舗に顧客を誘導する仕掛け作りは，無印良品の商標で知られる小売
業者である良品計画にも見られる。同社は，実店舗の他にインターネット
通販サイトも運営しており，インターネットで注文した商品を自社の店舗
で受け取ることができるサービスを2011年7月から始めた36。
インターネットから実店舗への顧客の流れを作る需要が高まるなかで，
電気通信事業者だけでなく，幅広い業種の企業が支援事業の提供に動いて
いる。インターネット通販の顧客を実店舗に流す取組みがその一つである。
例えば，ヤフーはカルチュア・コンビニエンス・クラブと連携し，2013年
7月からヤフーのネット通販のポイントを Tポイントと統合して実店舗
でも使えるようにしている37。
第3款 実店舗のみのサービス
ショールーミング対策として，実店舗のみで受けられるサービスを設け
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る方法がある。
NTTドコモを含む NTTグループの企業4社や博報堂は，2012年10月か
ら阪急阪神グループと組み，「スマートスタシア」というサービスを始め
た。これは，店頭にある端末にスマートフォンをかざすとポイントや割引
券を受け取れるサービスである。更に，スマートフォンの位置情報を活用
して，施設内の行きたい店まで道案内したり，飲食店では自分の順番にな
ると電話がかかってきて行列待ちを不要にしたりする機能も備えている38。
インターネット上で仮想商店街を運営する楽天は，2014年4月2日から
「楽天チェック」というサービスを開始した。これは，消費者が，スマー
トフォンに専用のアプリケーションソフトをダウンロードして，このサー
ビスに加盟する小売店の実店舗に入店すると，スマートフォンに楽天スー
パーポイント39が貯まる仕組みである。店舗で買い物をしなくても，入店
するだけでポイントを付与する仕組みである。サービス開始時から銀座プ
ランタン，紳士服のハルヤマ，パルコなど有力な小売業者が加盟している。
良品計画も，消費者が店頭にある商品のバーコードをスキャンして獲得
したスタンプで商品券を入手できるサービスなど，実店舗に来なければ特
典や割引が受けられない仕組みも作っている40。
ヤマダ電機は，価格引き下げで対抗して失敗した後，2014年4月3日，
電子決済業務を手掛ける米国のペイパル社と提携し，顔パス感覚で代金の
支払いができるサービスを始めた。消費者は，スマートフォンの専用アプ
リケーションソフトを使って，事前に顔写真やクレジットカードの情報を
登録しておく。店舗に入ってアプリケーションソフトを立ち上げると，来
店情報が発信され，店員がタブレットで検知するようになっている。買い
物をした売り場ですぐに決済ができ，レジに並ぶ必要がない。実店舗での
買い物の利便性を高めることにより，消費者を実店舗に引きつけ，実店舗
での購入を促す作戦である。このサービスは同社の店舗 LABI渋谷のパソ
コン売り場で試験的に開始し，消費者の反応を見ながら導入する売り場や
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店舗を増やしていく計画だという41。
第4款 複合的流通経路の確立
ショールーミングヘの対応策として，実店舗での販売を行ってきた小売
業者が，インターネット上に自社の通販サイトを開設し，実店舗とインタ
ーネットの両方で小売販売を行うという方法がある。実際に，実店舗を有
する多数の小売業者が，インターネットでの販売も手掛けるようになって
いる。
Kalyanamと Tsayによると，実店舗とオンラインの販路の両方を持つ
小売業者は，最低価格を付けなくても，インターネット専業の小売業者に
対抗することができる。多くの消費者は，今でも，実店舗で商品を購入す
ることの特定の側面に価値を見出しており，「その価値とは，すぐに満足
が得られることと手軽な返品（convenient returns）である」という。小
売業者は，インターネット上の自社の通販サイトを，前記の実店舗の利点
を補完するために使うことができるとする42。
実店舗を有する小売業者は，単にインターネット上に通販サイトを設け
るだけではなく，テレビやソーシャル・ネットワーク・サービスなど，
様々な手段を組み合わせて，個々の顧客に合った買い物の形を提供できる
ような体制を作ろうとしている。このような戦略は，「オムニチャネル」
と呼ばれている43。
米国の状況を見ると，複数の大手小売業者がオムニチャネルの構築に動
いている。各社がオムニチャネル化を急ぐのは，急成長しているインター
ネット通販業者の最大手であるアマゾンに対抗するためであるという。各
社は実店舗とインターネット通販で顧客を取り合うのではなく，両方を使
って相乗効果を出そうとしている44。
このような複合的な流通経路を用いて提供されるサービスの代表的な例
として，消費者がオンラインで商品を注文してクレジットカードで代金を
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支払い，商品は実店舗で受け取るというものである。ウォルマートは，こ
のサービスを提供している。配送料は取らず，返品は店舗において無料で
受け付けている45。インターネットで注文を受けた商品を，店舗から顧客
に配送するサービスもある。百貨店のメイシーズは，顧客が求める商品が
店にない場合，店員の説明に従ってスマートフォンのアプリケーションソ
フトを動かせば，自宅へ無料で届けるサービスを提供している46。ウォル
マートは，「スキャン＆ゴー」のシステムも提供している。これは，同社
が開発したアプリケーションソフトをインストールしたスマートフォンに
買い物リストを入力して店に入ると，商品がある棚の位置が直ちに表示さ
れ，スマートフォンで商品のバーコードを読み取れば，無人レジで一括決
済する，というものである47。
日本でも，オムニチャネルを目指す動きがあり，セブン・アンド・ア
イ・ホールディングスは，2013年度下期からオムニチャネルを推進の方針
を明確に打ち出している48。また，大手小売業者のイオンは，2016年度ま
でに，スーパーマーケット1600店で売り場とインターネットを連動するサ
ービスを始めることを明らかにしている49。
オムニチャネルを実現するには，コンピュータ・システムなどへの投資
や店員の徹底した訓練などが必要になるが，インターネット通販業者に顧
客が流れないようにするためには，必要なものと考えられている50。
第5款 プライベイト・ブランド製品の投入
小売業者は，プライベイト・ブランドを使用することにより，「絶対的
な排他性を達成し，これにより，競争者に起因するショールーム化の損失
を完全に防ぐことができる」とする見解もある51。プライベイト・ブラン
ドは，小売業者が一定の商品を製造業者に製造委託し，小売業者のブラン
ド名で販売するものである。製造業者自身のブランドで販売されるいわゆ
るナショナル・ブランド商品と類似の商品を，販売することが多いと思わ
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れる。従来，プライベイト・ブランドは，ナショナル・ブランドの商品と
同等のものをより安い価格で販売できるところに利点があると考えられて
きた。これに対して，ショールーミングの対策として使用するということ
は，商品の価格が下がるのを防ぐためにプライベイト・ブランドを利用す
るということであり，従来とは逆の発想である。
これは，後述する製造業者が変異ブランド製品を製造する戦略と類似す
る部分がある。ブランド名や商品の包装などを変えることによって，類似
商品の発見を難しくする効果はあるであろう。しかし，商品分野によって
は，インターネット上に類似商品の品質や性能の比較を行うサイトが現れ
るなどしてプライベイト・ブランド商品とナショナル・ブランド商品の比
較が容易になると，プライベイト・ブランド商品を投入する効果が弱まる
可能性も考えられる。
プライベイト・ブランドと類似する方法として，特定小売店限定の商品
を販売する方法がある。これは，後述の変異ブランド製品の供給を52，小
売業者のほうから製造業者に要求することであるとも言える。ターゲット
は，2012年1月，同社に商品を供給する事業者に対して，買い物客がパソ
コンやスマートフォンで行う価格比較の対象とならない特別な製品を作っ
てほしいと要請した。ターゲット専用の製品を販売することで，他の小売
業者との競争を避け，ショールーミングを防止しようとしたのである53。
第6款 小売店鋪のショールーム化
ショールーミング対策として，実店舗がショールームとして使用される
ことを防ぐのではなく，反対に，積極的に実店舗をショールームとして活
用する方法がある。すべての商品に有効なわけではないが，事業者の独自
性を出しやすいなど一定の条件がそろった商品であれば，このような方法
が採れる場合がある。店舗をショールーム化するには，店舗を持つ事業者
自身がインターネット上に販売サイトを開設する必要がある。
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例として，東京渋谷の表参道ヒルズに出店しているセレクトショップの
「アールアンドコー」がある。この店舗は，和歌山県の企業である丸幸が
開設したもので，同社初の県外店であるという。この店舗をブランド力を
高めるためのショールームと位置付けている。内装投資に1000万円をかけ
ているが，一月50万から100万円の赤字なら広告費と同じと考えていると
いう。店舗とネット通販を組み合わせて利益を稼ぎ出す戦略である。丸幸
の社長によると，「通販で高額品を売るための信用を培えるのはリアルの
売り場だけ」であるという。同社の狙いは的中し，開業後，表参道のショ
ールーム効果でネット通販は前年比30～60％の伸び率で推移するとともに，
店舗の収支も約半年で黒字化した54。
米国では，ウォルマートなどが，店舗をショールームとしても利用する
戦略を採っている。店舗に来た顧客に，顧客の持つスマートフォンを通し
て，ウォルマートのインターネット・サイトからサービスを提供し，顧客
が他社のインターネット・サイトに流れるのを防ぐ仕組みである。同社の
店舗は，買い物客が店舗に入ると，買い物客のスマートフォンにインスト
ールされているウォルマートのアプリケーションソフトが，「店舗モード」
に設定されるようになっている。同社のソフトには，商品の価格を確認す
る機能や，買い物かごの中の合計金額を計算する機能などがある。ウォル
マート・ドット・コムから，在庫品を簡単に注文できる。このように，多
様な利便性を買い物客に提供する55。
第3章 ショールーミングが競争を阻害する場合
第1節 ショールーミング防止の効果
本来，ただ乗りを防止する再販は，ただ乗りをする事業者が提供しよう
としないサービスを提供させるよう仕向けるものである。しかし，ショー
ルーミングの問題においては，再販を行ったとしても，インターネット通
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販業者が，実店舗と同じサービスを提供できるわけではない。インターネ
ットでの販売を専業とする小売業者に，実店舗やショールームの設置を求
めることは，無理な相談である。このように，再販により実店舗で提供さ
れるサービス等をインターネット通販業者に提供させることはできないこ
とから，ショールーミング対策として再販を行うことは，ポズナーの特別
サービスに関するただ乗り理論とは異なる筋書きになる。
すると，再販を用いてショールーミングにより生じる問題を解決すると
いうのは，どのようなことを意味するのであろうか。それは即ち，再販に
よって実店舗とインターネットでの小売価格を同一にすることにより，消
費者がショールーミングを行う誘因を取り除き，実店舗で購入する消費者
の数を一定以上に確保するということである。ショールーミングの対象と
なる商品は，消費者が購入する前に実物を見たいと思う商品であるので，
価格が同一になりインターネットで購入する利点がなくなれば，多くの消
費者は実店舗で購入するようになると思われる。ショールーミングが広く
行われれば，市場に供給されなくなる商品の供給が，再販を行うことによ
り確保されることになる。その結果，その商品が属する市場における商品
のブランド間競争の活性が維持される。これが，ショールーミング対策と
しての再販に期待される効果である56。
第2節 再販の有効性
ショールーミングにより，その対象となる商品が属する市場の競争が不
活発になるとしても，それによって直ちに再販を行うことが正当化される
わけではない。再販が正当化されるかどうかを判断するときに検討すべき
問題として，次の二つがある。
第一に，再販の利用が必ず消費者の利益になるとは限らないということ
である。再販によってショールーミングを防止することが消費者全体から
見て利益になるものかどうか検討する必要がある57。
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再販によってショールーミングを防止しようとする場合，小売価格は，
実店舗を維持するのに必要な費用を上乗せした価格になる。インターネッ
ト通販業者もこの価格で販売することになるので，インターネットで商品
を購入する消費者に対して，実店舗で商品を見るなどのサービスを提供せ
ずに，そのサービスに必要な費用を負担させることになる。そうすると，
再販が正当化されるのは，インターネットで購入する消費者が被る不利益
の大きさよりも，商品の供給量が維持されることにより，その商品を購入
する消費者全体が得る利益のほうが大きい場合である，ということになろ
う。
消費者利益の判断においては，商品によって実店舗を必要とする程度が
異なるということが，影響を与えるであろう。家電製品のような耐久消費
財は，一度購入すると長く使用し，その製品が使えなくなって新しいもの
を購入するときは，多くの場合，以前に買ったものとは異なる製品を購入
するであろう。家電製品では，数年経てばモデルチェンジをしていて，以
前と同じものは売っていないというのが通常である。このような商品では，
実物を見てからでないと購入しない消費者が多いであろう。それに対して，
化粧品のような商品の場合，最初に購入する時は，店員による商品の説明
や使用方法の助言などが必要になるであろうが，同じ化粧品を使い続ける
場合，2回目の購入からは，購入前に実物を見る必要もないし店員から説
明を受ける必要もない。Comanorは，このようなことを，限界的消費者
（marginal consumers）と限界点以下の消費者（inframarginal consumers）
の問題として論じている58。
上記のようなことから，購入頻度が少なく価格が比較的高い製品のほう
が，再販により商品の供給が維持されることの利益は，消費者全体で大き
くなると思われる。ただ，耐久消費財でも，成熟した製品の場合，実物を
見なくてもウェブサイト上の情報を見ただけで購入できるものも存在する。
例えば，パソコンの製造販売を行うデル・コンピュータの場合，かつては，
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小売店に製品を供給していなかった。消費者は，同社のウェブサイトを見
て購入するパソコンを決め，ウェブ上で直接同社に注文をするようになっ
ていた。
第二の問題は，再販が常にショールーミングを防止する効果を有すると
は限らないということである。Gundlach等は，他の研究者による複数の
研究結果の検討から，市場の条件によっては，ただ乗りを抑えるための再
販の使用が流通経路間の共食いを拡大させる可能性があることを指摘して
いる。この共食いの拡大は，ただ乗りの悪影響が大きくなることを意味す
る。このような共食いは，「再販が，異なる流通経路を有する複数の小売
業者に，統一的な価格を設定させ，類似の非価格戦略を採用させる場合に
生じうるもの」であるという59。
自社製品の販売促進とサービスの水準とを心配する製造業者は，多くの
場合，協定によって，小売業者が提供すべき販促活動とサービスの形態を
決める。これは，その製品を販売する小売業者が類似の非価格的戦略を採
用することにつながりうる。また，再販は，再販がない場合よりも高い水
準の，そしてより統一的な形態の販促活動とサービスの提供を行うという
結果をもたらす。再販がこのような効果を有する場合，経路間の共食いが
起こる可能性が高まる。「再販によってもたらされた共食いは，市場過程
の動態性を歪め，全体的にそれを非効率なものにする。この効果が明らか
に小売りのより非効率な形態を助長する場合，共食いは，小売りの革新に
おける発展を損ないうる。」更には，共食いは，消費者が有する選択肢の
多様性に悪影響を与えるものである60。
第3節 より制限的でない代替手段
第1款 対抗策をとる主体
再販がショールーミング防止に有効であり，総体的に見て消費者の利益
を増やすものであるとしても，再販を行うことが常に正当化されるわけで
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はない。再販により小売業者間の価格競争を止めることよりも，競争制限
効果が小さい方法でショールーミングが防止できるのであれば，その方法
を採用すべきである。より制限的な代替の手段があるにもかかわらず再販
を用いることは，競争を必要以上に制限するものと評価される。
製造業者が行うショールーミングヘの対抗策は様々考えられているし，
その一部は実行に移されている。先に述べたように，多くの小売業者が
様々な対抗策を実施しており，製造業者が対策を講ずる必要のある分野は
多くはないと思われる。しかし，小売業者が有効な対抗手段を打ち出せな
い場合もあろう。また，小売業者が積極的に対策をとろうとしない場合も
あると思われる。例えば，小売業者が数千種類の商品を販売しており，シ
ョールーミングが行われているのがその中の数種類にすぎないので，小売
業者にとってその商品の取り扱いを止めても損失は非常に小さい場合であ
る。そのような場合は，製造業者が対策を採ることになろう。
本節では，製造業者が行う再販以外のショールーミング対策について見
ることにする。
第2款 製造業者による対抗策
ショールーミングを防ぐ再販以外の方法として，次のようなものが考え
られる。
（1）販売促進手当（promotional allowance）
販売促進手当が小売業者に商品説明などの販促サービスを提供させるの
に，再販よりも有効な手段であることは，以前から Steinerなどの論者が
繰り返し論じている61。
ショールーミング対策としての販売促進手当は，実店舗で商品を販売す
ることに対して支払われるものである。インターネットではできない商品
の試用体験を提供したり，個々の顧客に合わせたきめ細かい商品の相談に
応じたりしている場合は，それに対しても支払われることがあるであろう。
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店舗を有する小売業者とインターネット通販業者を見分けることは容易で
あるので，古典的なただ乗りの事例のように，店舗で特定のサービスが提
供されたかどうかを判断して手当を支払う場合に比べて，実店舗で販売す
る小売業者のみに販売促進手当を支払うことは容易であると思われる。こ
のような形で販売促進手当が支払われることにより，インターネット通販
業者が実店舗のサービスを利用した顧客に製品を販売しても，実店舗にた
だ乗りしたことにはならなくなる62。
再販の場合，実店舗を持たないインターネット通販業者にも高い粗利益
を与えることになり，販売促進手当よりも非効率である。販売促進手当の
もう一つの利点として，小売業者間の価格競争を可能にすることが挙げら
れる。実店舗を有する小売業者は，販売に要する費用は一様ではなく，価
格が拘束されていなければ業者によって価格設定は異なると思われる。競
争は，インターネット通販業者とのみ行うわけではない。インターネット
通販業者も，同様に，各事業者の費用構造などを反映して，異なる価格設
定を行うであろう63。
（2）先行投資への報酬
同じ製品を販売する流通業者間の摩擦を解消する方法として，その製品
の販売活動について先行して一定の投資をした者に対して，報酬を支払う
方法がある。これは，販売のための投資をした流通業者に対して，しなか
った流通業者に対するよりも販売価格を大幅に割引くものである64。
例えば，製品 Aの製造業者が，Aを小売業者に販売するときに，Aに関
する専門的知識を店員に取得させるために投資をして店員を教育した小売
業者には，そのような投資をしない小売業者に販売するときよりも，販売
価格を大幅に割り引くというものである。販売促進手当と同じような考え
方によるものであるが，こちらは，金銭を支払うのではなく，商品の売り
渡し価格を引き下げるものである。
（3）排他的流通と選択的流通
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製造業者は，ショールーミングを防止するため，排他的流通や選択的流
通制度を導入して，実店舗の小売業者のみに商品を供給することができ
る65。すべての商品でこのようなことができるわけではないが，商品によ
っては可能な場合があろう。
例えば，製造業者は，自社製品を販売する小売業者には，実店舗での製
品の展示と販売サービスへの一定規模の投資が必要だと考えた場合，一定
の基準を満たす実店舗を有する小売業者のみに販売を認めることができる。
一つの例として，Kalyanamと Tsayは，チェーンソーの売上げが世界一
である製造業者 STIHLの事例を紹介している。同社は，量販店には製品
を卸さず，独立系の販売店に製品を供給する方針をとっている。これらの
販売店は，幅広い商品を常に揃え，適切な商品を選ぶことができるよう顧
客の相談に乗り，商品に問題が発生した時には専門的知識を持つ店員が迅
速に対応するなどのサービスを提供している66。
選択的流通は，商品を取り扱う小売業者の数は相対的に少なくなるもの
の，小売業者間の価格競争は可能であるので，再販よりも競争制限効果が
小さいと思われる。排他的流通については，競合するブランドの数が少な
い場合，ブランド間競争を制限する効果が大きくなることが考えられる。
小売業者の側に価格設定の自由はあるが，ブランド数が少ない場合，対象
となる商品を排他的に取り扱う小売業者間の競争が活発に行われない場合
は，再販よりも競争制限効果が小さいと判断できないこともあると思われ
る。
（4）変異ブランド製品の製造
Gundlach等は，製造業者によるショールーミング対策として，変異ブ
ランド製品（branded variants）を小売業者に提供する方法があると述べ
ている67。これは，製造業者が，ある製品について，色，デザイン，部品
の配置などが少しずつ違う多様な製品を製造して，供給することである68。
変異ブランド製品を多種類市場に供給すると，消費者にとって同一製造業
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者の商品について小売業者間の比較がしにくくなり，言い換えれば消費者
が購入する商品を選ぶのに要する費用が増加して，それにより小売業者間
の競争が弱まることが，研究により示されている。見かけなどが少しずつ
違う製品を多数製造することにより，ブランド内競争を弱めることができ
るのである。その結果，小売価格が上昇し，そのブランド製品を販売する
小売業者の意欲が高まり，小売業者がその製品の販売のために提供するサ
ービスが増える傾向にあるという69。実店舗に供給する商品とインターネ
ット専業の小売業者に供給する商品に違いを設けて，消費者がそれらを実
質的に同一の商品と認識しなければ，ショールーミングは行われないであ
ろう。
これに対して，変異ブランド製品を投入する手法の有効性に疑問を呈す
る向きもある。インターネットによってこのマーケティング戦略の効果が
弱まる可能性があるというのである。消費者は，インターネットを用いて，
変異ブランド製品の仕様書や特徴を比較して，機能的に同等であることを
突き止め，そのことを情報としてインターネットを使って拡散させること
ができるのである70。
（5）ショールーミングの活用
ショールーミングを克服する方法として，ショールーミングを抑制する
のではなく，ショールーミングを取り込み，流通経路を調和させ，複数の
流通経路による相乗効果を高める方法がある71。製造業者は，ショールー
ミングを不可避なものとして受け入れ，消費者が実店舗とインターネット
上の通販サイトを自由に行き来して，自社製品の情報を入手し，製品を購
入できるように流通を構築するのである。言い換えれば，消費者がショー
ルーミングを行いやすい環境を作ると同時に，インターネットを見た消費
者を実店舗に誘導する仕組みも作るものである。これは，先に取り上げた
小売業者によるオムニチャンネルの構築と類似の考え方によるものと言え
よう。
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多数の製造業者が行っていることとして，多量の製品情報を載せたウェ
ブサイトの作成がある。ウェブサイトには，自社製品の説明をするビデオ
や他のアニメーションを載せていることが多い。これらウェブサイトのペ
ージは，少ない費用で小売業者のウェブサイトに転送することもできる。
また，このような製造業者のウェブサイトは，自社製品を取り扱う小売店
舗の位置を表示する機能を備えており，商品を購入しようとする消費者が
販売店舗を簡単に見つけられるようになっている72。
インターネット上の通販サイトは，製品の露出を増やし，認知度を高め
ることにより，実店舗への来店客を増やす効果を生むことがある。また，
インターネットで顧客により多くの情報を提供することにより，実店舗で
顧客に販売するときの費用を下げることを可能にする。また，インターネ
ットで注文した商品を実店舗で受け取れるようにすることにより，顧客が
商品を入手するまでの時間を短縮できる73。
製造業者が，消費者がショールーミングをしやすいように自社製品の流
通経路を調和させる場合，製造業者は，流通経路を構成する各流通業者が
どれだけ顧客の購入に貢献したかを計算し，貢献度に応じて各流通業者に
報酬を支払う仕組みを作る必要がある。各流通業者の貢献度を計算して
各々の努力に報いるためには，同一の販売について複数の流通業者に報酬
を支払わなければならない場合がある74。
第4章 結論
以上の検討から，ショールーミングが行われている状況にあっても，そ
の対策として再販を行うことが正当化される場合は，極めて限られたもの
であると考えられる。
消費者によるショールーミングが行われても，必ず競争が不活発になる
わけではない。ある商品の小売市場においてショールーミングが行われる
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ようになったとしても，それがその商品を購入する消費者全体に広がると
は限らない。インターネットよりも実店舗で購入することを好む消費者は
多数存在することも少なくないのである。インターネットの販売サイトで
商品の情報を収集して，実店舗で購入するという，ショールーミングとは
反対方向のただ乗りが行われる場合も多数あることがわかっている。ショ
ールーミングが実店舗にとって不利益にならない場合もある。小売業者が
実店舗とインターネット販売を併用することで，両者の間に相乗効果が生
まれて，ショールーミングが行われても，販売を維持できる場合もある。
実際に，ショールーミングが実店舗で売る小売業者にとって不利益になる
場合でも，多くの小売業者はそれを克服するために多様な対策を行ってい
る。ヤマダ電機がアマゾンなどインターネット専業の小売業者に価格引き
下げで対抗して収益を悪化させたことが話題になったが，その後，ヤマダ
電機は失敗に学び，新たなショールーミング対策を打ち出している。どの
ような企業でも経営戦略で失敗することはあり，試行錯誤を繰り返しなが
ら良い方法を見出していくのである。収益が悪化したことに過剰に反応す
る必要はないであろう。実店舗を有する小売業者にとって最大の脅威はア
マゾンであり，速い速度で売上を伸ばしてきた同社が実店舗の顧客の一定
部分を奪っていることは確かであるが，実店舗で売る小売業者は，様々な
対抗策を打ち出しており，それによって競争が活発に行われている。以上
に見たような場合には，ショールーミングによる競争阻害が起こっている
とは言えず，再販を利用するかどうかということが，そもそも問題になら
ない。
ショールーミングによって競争が不活発になる場合であっても，直ちに
再販を行うことが正当化されるわけではない。競争が不活発になるとして
も，ショールーミングを抑止するのに再販が有効な手段とならない場合が
考えられる。対象となる商品の消費者全体を考えたときに再販によって消
費者の利益が減少する場合があるし，再販によって実店舗とインターネッ
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トの通販サイトとの間の共食いがかえって激しくなる場合があることが指
摘されている。再販によってショールーミングを抑制することが可能であ
るとしても，他により制限的でない代替手段がある場合は，再販の利用は
正当化されない。代替手段は多様なものが考えられる。商品の性質や市場
の状況によって代替手段がある場合とない場合があろうし，商品によって
ふさわしい代替手段は異なるであろうが，代替手段の有無を検討すること
が必要である。
このように見てくると，ショールーミングが行われている市場であって
も，商品の供給者が再販を行うことが正当化される場合は極めて限られる
と思われる。従って，ショールーミングという行為が行われるようになっ
たことは，独占禁止法2条9項4項の適用において，再販を原則違法とす
る従来の考え方を変更する理由にはならないと考える。これまで通り，審
判や訴訟においては，再販を行う事業者が，再販によってショールーミン
グが防止できること，再販に替わる手段がないことなどについて説得力あ
る説明をすることが要求されてよい。
【この論文は，平成25年度専修大学長期国内研究員の研究成果である。】
1 インターネットが普及する以前にも通信販売は存在した。このような通信販売
は，葉書や電話で注文を受けるものであり，実店舗で品定めをして通販で買うと
いう行動は一部には見られたと想像できるが，ほとんどの市場では，インターネ
ット通販のように実店舗での販売を脅かすほどのものにはならなかったと思われ
る。従来のただ乗りの議論が，実店舗間の競争を念頭に置いていたのも，そのた
めであると思われる。
他方で，米国では，旧来型の通信販売により生じたショールーミングが，実店
舗の販売に大きな影響を与えた可能性のある事例も紹介されている。これは，一
般家庭の住居用に購入される壁紙の小売市場で起こったものである。実店舗では，
壁紙の実物や商品を一覧できる冊子などをそろえ，相談員を配置して顧客の壁紙
選びにきめ細かく対応していた。消費者は，実店舗で相談などのサービスを受け
て購入する壁紙を決め，そこでは買わずに，価格の安い通販業者に電話で注文を
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Robert C. Maddux, Retail Free Riding: The Case of The Wallpaper Industry, 58
ANTITRUST BULL. 129（2013）を参照。
2 実店舗で売る小売業者とインターネット通販業者が併存する市場で行われる再
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